





Dietary Studies of Preschool Children in Japan (Part 12) 
Changes in Nutritional Status of Preschool Children in a Suburb Quarter 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Eム 鉄 AlB・1B・C｛ lIl（％） （％）
東京都幼児
国民栄養調査
1972→・77　　　　88　　　　98　　　105　　　　81　　　　99　　　101　169　119　　96　108　　　　97．7　　　　2・3
197工→，75　　102　　　113　　　156　　　119　　　130　　　101　　93　112　119　　82　　　98．5　　　1．5
ユ969→，74
196B→，73
116　　　100　　　　87　　　106　　　　87　　　　91　131　147　　97　172　　　　97．3　　　　2．7
105　　　110　　　126　　　103　　　132　　　　87　　95　工13　　76　133　　　　98．6　　　　1．4
1972→，75　　102　　　　99　　　100　　　　97　　　1コ0　　　　81　176　　84　107　170　　　　96．3　　　3．7
1970→，75　　　107　　　111　　　113　　　1eO　　　103　　　　－－　119　123　100　127　　　　99，6　　　　0，4
児に共通した現象はV．B1充足率の改善であり，これは本邦の成績にも観察された。ここで対象児に
のみ特異的な変動は，エネルギーおよび脂質の充足率の低下である。これはいずれも所要量の120～
ユ60％という高い充足率が，5年後にユ04～130％と適量摂取の域に接近したためであり，新潟県の他
の3地区の場合は5年前のやや低い充足率力敏善されて，高い充足率へ変動したものである・対象児
の懸充麟パPt．一ソの鋤脚3％は，　ua業地域幼児の変鍍とほ騰しく，幽鮒幼児のそれ
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の1．5～L6倍であった。新潟県幼児の変動度は，東京都幼児のそれより小さく，本邦のそれより大で
あったもののt先の食糧構成パターソの変動度に比べるならばJいずれも低値であった。
　5．　たん白質栄養の質的評価の比較
　さて，対象児の摂取たん白質の質的評価の推移は表10に示す通りである。動物性たん白質比は，
53．5％から57．9％となり，漁業地域幼児の58％e→51％，および東京都幼児の62％・→58％と共に，幼児
に推奨される比率（50％）を凌駕しており，山村幼児の32％→44％，ならびに農村幼児の35％→43％
に比べるならば非常に優れていた。たん白価，アミノ酸癒および化学価は表に示す如くであり，それ
ぞれの評価基準により第一制限アミノ酸が異なるが，概して良好であり，対象児の有効たん白量（5X　6
9→55．29）は漁業地域幼児（55．99→5G．49）にほぼ等しく，山村幼児（34．　4　9　一，41．　69）および
濃村幼児（38．99→41．29）に比べ1．3～1．5倍の開きがある。
表｛e摂取たん白質の質的評価の変動
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i注　（）は第一制限アミノ酸を示す。S：含硫アミノ酸，　Try：トリプトフ7ソ，　Thr　：スレォニソ
　Leu：Pイシソ，　Lys：リジン，　Phe：プ＝ニールアラニン十チロシン。
表11対象幼児の体位・体力評価の変動
体位の目標値に
対する比率
　　（％）
体　力　評　価
儒を中位と）
?? ??
平　　衡　　力
筋　持　久　力
瞬　　発　　性
調　　整　　力
1972
99．G　±　3，5
94．1　±　5．3
3．0±1．5
3．1±O．9
3．5±2．7
1977
101．2±4、8
101．1　±　7．7
4．O±LO
2，　7±O．8
3．O±1．0
4．3±O．8
平均刷3・・2±・・8 3．5±0．8
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　6．　体力・体力評価と栄養状態
表11に示すように，目標値に対する身長指数ならびに体重指数はいずれも5年前に比べて高くな
り，それぞれの目標値にほぼ等しい。これは捜・山村および漁業地域幼児の体位指数がいずれも低下
しているのとは異なる現象であった。対象児の体位指数の優位は，食生活内容の改善に即応するよう
に思われるが，対象児数の少ないこともあって，この間の相関性に一定の傾向を見出すことはできな
かった。体位評価は5年後もさしたる変化はなく，中位の成績であった。
　以上の如く，今回は特別に系統立てた栄養教育プnグラムを施さずに，時代の推移による都市近郊
幼児の食生活変容の実態を観察したのであるが，’72年度から5年後の食糧構成にはそれぞれ増減い
ずれかの変動が見られ，そのパターソとしての変動度は10．2％であった。これは漁業地域幼児のそれ
にほぼ等しく，山村幼児の18．7％より低かったが，農村幼児の6．3％’，東京都幼児のO．　7：e％，および国
民栄養の5．8％oと対比するならば比較的高値である。しかしながら，それらの変動は都市近郊幼児の
食品摂取量のバランスの改善にまで及んでおらず，依然として肉，油脂，魚介および果実類の摂取量
が多く，緑黄色野菜，豆および穀類が摂取不足となっている。これに反し，栄養充足率パターソの変
動度は2．3％と低値であったが，充足率の分布は’72年度の71（VA）％～161（脂質）％から・’77年度
の91（V．A2）％～141（動物性たん白質）％へと比較的平準化した。所要量に満たない栄養素は・’72
年度はV．A，　V．BlおよびV，B2であったのが，’77年度はV・B2のみとなった。
　これまでに調査した農・山村および漁業地域幼児には，依然としてV・Cを除いたV・A・　V・B1およ
びVB，の摂取不足が共通して見られ，さらに農・山村幼児には醐勿性たん白質　カルシウムの摂取
不足も加わり，一層の改善が望まれたが，都市近郊幼児の場合はむしろ動物たん白質および脂質等は
所要量をかなり上圃って摂取されているので，摂取過多が懸念される。このように地域性により摂取
栄養状態の差異をもたらす要因は何であろうか。これまでの観察から次の三点が考えられるように思
う。その一は食糧流通の問題である。該山村の場合は，生活環境の整備が著しく進展したものの2級
辺地であることには変りなく，他の地区に比べ使いたい食品の入手は未だかなりの制約をよぎなくさ
れている。その二は食生活に関する意識の問題である。ちなみに，本調査対象の盤村も漁業地域も共
に新潟市内にあり，食料入手の難易については都市近郊世帯とさしたる差は認め難い。しかしなが
ら，前者と後者では調査へ参画の馴青力階干異なり，従って姓漁こ対する関・心度にも僅かながら差
があるように思われるeそれは，前者は幼児のいる世帯が限られていたため悉皆調査であるが，後者
は栄養調査への協力をお願いした結果，績極的に希望して参画された方kであり，その調査への協力
の意図は「わが家の食事は栄養上どうなのか知りたかったから。」と述べられていることからもうか
がわれる。その三は母親の家事的生活時間の余裕の問題である。すなわち，前者の母親は盤業や漁業
に従寮する他に工場等に日稼ぎに出るなど全員が就労しているが，後者の母親のSOIdO　esz，主婦専業であ
e，　eずと家事的生活時間に差が生じてくるものと思われる・以上のうち二と三の姻は相互に1髄
し，生活時間にゆとりがあるから，食生活に関する情報も得やすく，またその実践も容易であるとい
一ヱ24一 県立新潟女子短期大学研究紀要　第15集　1978
うプラスの場合と，生活時聞のゆとりのなさが食に関する情報を得難くし，従って意識も停滞したま
まというマイナスの場合の存在が考えられる。母親の就労が増えつつある時代を迎え，このマイナス
の場合のサイクルを改善する方途の模索が，今後の大きな課題であろう。
　なお，地域性を問わず，しかも時代の推移にもかかわらず，新潟県幼児に共通して存する問題点は
緑黄色野菜摂取の困難性である。しかもこれは東京都幼児8）をはじめとして，多くの調査成績13．17）に
表出されているところである。概して幼児は緑黄色野菜を好まないが，Carol　L・Iretoロエ呂）らの研究
に示唆されている如く，調理法の工失と幼児心理に則った撰取を促す努力を・幼児の食事にたずさわ
る人々はしなければならない。
　栄養調査に協力されて，食の大切さを自覚される世帯が増えてくることは最も望むところである
が，本調査においても5年前に被調査者であった世帯が一世帯あり，年余にわたる厄介な調査に再び
率先して協力していただき，有難いことであった。さらに，対象世帯の方々はいずれも調査に協力さ
れてのメリットを上げられ，今後の継続調査への協力も了承された。
　今後はこれまでと異なり，経済不況による所得の伸び悩み等社会情勢の変動が，幼児の食生活にど
のようにかかわってくるかという視点からも，引続き検討を重ねて行きたいと思う。
要
?
　幼児栄養をより的確に把握するため，1972年度と1977年度の都市近郊幼児の栄養状態について検討
を加えた。対象児は4～6歳児25～10名で，四季の各連続した3日間（通年12日間）の食餌摂取量を
個人別に秤量したe得られた成績は栄養所要量ならびに食糧講成基準と対比し，食糧構成パターンお
まび栄養充足率パターソの5年後の変動状況については，数値群パターソ解析法を適用して，以下の
成績を得た。
　（1｝都市近郊幼児の摂取食品数は1人1日当り平均26品→29品に増えたが，それは植物性食晶に負
うており，動物性食品は6品で変りなく，間食は5品→4品に減じた。
　｛2｝食品群別摂取量では，この5年間に殆んどの食品に増減いずれかの変動が見られ，そのパター
ソとしてのi変動度は10．2％であり，漁業地域幼児の10．4％にほぼ等しく，1“村幼児の18．7％oより低値
であったが，農村幼児の6．3％，東京都幼児のO．7％ならびに国民栄養の5．8％に比べるならば比較的
高値であった。肉，油脂，魚介および果実類が基準量を50～98％上回って摂取されており，緑黄色野
菜，豆および穀類の摂取は，依然として基準量の15～44％下回っている。
　捌　栄養充足率は772年度の71（V．A）％～161（脂質）％から，，77年度の91（V．B2）％～141（動物性
たん白質）％へと比較的平準化し，パターソとしての変動度はa3％と低値であった。
　｛4｝摂取たん白質の質的評価では，動物性たん白質比は53．5％ρ→57．9％，たん白価は86（Try）→89
（S），アミノ酸価は86（Thr）一“　87（Thr），卵価は75（S）・一＋　74（S），人乳価は87（Thr）→89（Try），
牛乳値iは89（Lys）→92（Phe）にそれぞれ僅かずつ変動した。
　｛5｝対象児の体位の目標値に対する比率（％）は身長は99．　0圭3．5→101．2土4．8，体重は94，　1土5．3
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→101．　1土7．　7といずれも望ましい域に至り，体力評価は3．2土1．8→3、5±0．8と中位の成績であった。
　終りに臨み，本研究に際して終始ご懇篤なご指導を賜わりました本学の塚原叡教授に厚く御礼申し
上げます。また，調査の逢行上限りないお力添えを賜わりました本学付属幼稚園の本井昌先生はじめ
諸先生方，さらに調査対象のご家庭の方攻の一年間にわたるご協力に対しまして，深く感謝申し上げ
ます。
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